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partnership所得税法については20世紀中盤までどの国においても全く未整備だった。

確かに、約四千年前からbusiness entity(事業主体)といえばPartnershipだった。欧州だけでなく、世界的に、例えば欧州と中国を結ぶシルクロード貿易においてもそうだった。だからpartnershipに関連する会計法・会社法は（税法を除いて）古代から出現している。会計法でいえば例えば利益持率（profits interest）に関し、資金・財をcontributeする定住投資家（sedentary investor）が四分の三とし、知識とスキルのみをcontributeした巡回共同事業者（traveling associate）が四分の一とする規則は、既に千年前、11世紀のイタリアにおいて普及していたことが知られている。（コラムその１８　添付資料１参照方）

しかし、partnership所得税法については20世紀の半ばまで、どの国においても、全く整備されていなかった。…というか整備が必要なかった。
理由は第一に、所得税という税制そのものが近年になって施行開始されたこと。その発祥の地である英米でも個人所得税（individual income tax）は概ね19世紀初め、法人所得税（corporate income tax）は概ね20世紀初めに施行開始された。国家の主要税源はこれら所得税ではなく、年貢農産物・役務人足・酒や塩の専売税・等だった時代が圧倒的に長かった。第二に、これらの所得税制開始後も、partnership所得はpartnership解散時にその持率に合わせて各partnerにpass throughされ、各partnerの合算所得への個人所得課税ないし法人所得課税という形で徴税され事足りていたからだ。
つまり近年になっても、国家が個人所得税制と法人所得税制を整備する必要はあったが、あえてpartnership所得税制を整備する必要がなかった。もっといえば19世紀から20世紀半ばまでは、民間が「契約自由」原則の下に資金・財産・役務を組み合わせてgain（利得）を作ろうとすることに、国家は口を挟んではならない…とすら思われていたからだ。
partnership税制整備は不要？ -- この状況は20世紀終盤に変化し始める。理由は三つ。
一）20世紀序盤中盤までのCorporate経済の隆盛。つまりCorporateによるFordism（大量生産・大量消費の経済。1903年創業のフォード・モーター社が始めたのでこの名がある。）の隆盛。このためpartnershipはあまり使われなかったし、経済全体に及ぼす影響は小さかった。ただし三)に述べるように20世紀終盤この状況は変化する。
二）法人超過利益税（corporate excess profit tax）が、第二次世界大戦（1941-1945）時代、多くの国において戦費調達のため課された。利益のほとんど全てを国に吸い上げられた。英米などでは、この課税を逃れるためにため大量のclosely held corporateがpartnershipへの鞍替えを行った。米国では更に、1935年に確立した経済的実体法理からも助力を得てpartnershipによるtax shelter scheme開発が盛んになっていった。
三) コラムその２０で取り上げたオバマのInnovation宣言からも分かるように、２０世紀終盤に経済成長の源がInnovationに、それも予測不可能なInnovationに変わった。全産業全利益に占めるpartnership経済の割合が20世紀終盤から急速に増加し始めた。Risk money調達が、国家からの助成金でなく、tax shelterを「アメ」として民間から誘い出すものへと変化した。また、科学技術者への発明の対価に、partnershipの利益持率権利をあてがうことが、企業側から見ても科学技術者側から見ても有利であることが、Innovationの予測不可能性の増大とともに徐々に明らかとなってきた。（コラムその１２参照方）

Tax shelterの悪用を取り締まることよりも、その有効有用な使い方を促す政策がより必要となり始めた。
…こうして20世紀中盤頃から、Partnership税制の積極的整備が必要となった。
Mark H. Johnson（1911生－1981年没）の登場。1954年、この米partnership税制法律家が米国初、いや世界初の本格的なPartnership tax codeを生み出した。内国歳入慣令IRCのSubchapter Kだ。その現在の姿はIRC全容はここから、Subchapter Kはここからご覧頂ける。米国政治、とくにオバマが所属する民主党米国政治の目下（もっか）の一丁目一番地がSubchapter K。是非どうぞ。
なお、『Subchapter K誕生史：Mark H. Johnsonの探求の旅』という論文の前半部分を翻訳しておいた。原文は出来の良い大河ドラマの風合いがある。和訳にもそういった躍動感を損ねないように工夫したつもりだ。
…まずはご一読頂きたい。ただ恐らく、幾つか前提知識の解説が必要と思われる。例えば「ALIとABA」「Civil Codeとcommon lawと日本の「民法」は、どう同じでどう違うのか」「西洋社会では、一人一人がlaw makerである自覚を持っている」「米連邦政府はcommon lawに口を挟まない、という原則」「PAYGO：Pay-as-you-go」などについて。またtax codeに特異的な「米国会上院下院のJoint Tax Committee」「canons of taxation（税制原則）：simple、fair, pro-growthとsimple、flexible, equity as between the partnersなど」について説明が必要だろう。
今回はこのうち「西洋社会では、一人一人がlaw makerである自覚を持っている」について説明する。他は次回以降に後回し。…だけれど『Subchapter K誕生史：Mark H. Johnsonの探求の旅』は是非ご一読願いたい。彼我の違いを感じて頂きたい。
西洋社会では、一人一人がlaw makerである自覚を持っている。　ズバリの記述が、法制審議会民法（債権法）改正部会の仕掛け人、御年86歳の星野英一東大名誉教授（民法）が書かれた『ときの流れを超えて』の中（142,143頁）にあったので書き写す。お弟子さんで法制審議会民法（債権法）改正部会の事務局長を現在務めている内田貴（たかし）元東大教授（民法）との対話になっている。2002年に行われた対話。
********************************

内田：星野先生の場合には、価値判断をするのは国民一人一人なのであって、価値判断に上下はないとおっしゃっています。たぶん、今の先生の考え方は当時とはちょっと違うかもしれませんが、全ての人が専門家であろうとなかろうと平等に法的な価値判断の資格を持っている、という発想を出されているわけです。あれは、当時の社会的な雰囲気というのもあると思いますけれども、人間の尊厳みたいなところもあるのかなという気がするのです。
星野：そうですね。人間の尊厳に基づく平等という考え方は、フランスのデモクラシーの影響、そもそもはキリスト教の考え方といえるでしょう。法律においては法的技術が入るので複雑になるけれども、最終的には価値判断が決め手だとすれば、------それ以外に何を決め手とするのでしょうか------価値判断そのものにおいては人間に上下がないはずだという考え方です。他方、最近死んだイワン・イリッチ（Ivan Illich）が盛んにいっていた、専門家の支配は良くないという考え方を持っていました。『脱学校の社会』『脱病院化社会』という本のある人で、翻訳も多いですね。「脱法律家社会」たるべしという感じを持っていました。

基本は、デモクラシーの考え方ですね。フランスでは、国民一人ひとりが立法者だという考え方が、そこらの店のおばさんおじさんでも、労働者でもみんなに滲みわたっている。デモなどは全く自由にやって意思表示をしています。裁判官もデモをしますね。事実、デモがあると、政府はかなり譲ります。このことは、立法についてばかりでなく、立法の結果である規定の解釈においても同様に考えるべきではないか、というのが私の考え方です。
もう一つ、これも前に申しましたが、私は法律的な議論も好きでした。ある先輩が私のことを「ポレミカー」と評しましたが、議論が好きだったせいか、法律論を始めると夢中になってしまいます。しかし落ち着いて考えると、やはりそれに対する違和感を常に持っているのです。法律は人間の作ったもので、普通の人間に関することなのだから、その最終問題である価値判断につき、別に法律家にプライオリティーがあるということは言えないのではないかという感じを持っているのです。
内田：どこかに書かれていると思うのですが、利益考量を行ったあと、利益考量が尽きたところに価値判断があるのであって、そこは祈りの気持ちだというような、これはなかなか他の日本人にはない発想だと思うのです。だから、そこが誤解されて、何か恣意的な価値判断を許容するような方法論だという受け取り方をされたのではないか、と思うのです。

星野：法学界では「恣意的」という言葉が濫用されているのではないかと思います。最終的には自分が判断することを恣意的というなら、人の全ての判断は恣意的になってしまいます。どんなに「理論的」な理由をつけても同じです。結局はその「理論」が正しいと考えているわけですから。ドイツ語でwillkürlichというと、恣意的という意味のほか、もともと中世の立法をWillkürと呼んだのですね。今でも、自由意思で判断することをwillkürlichというのではありませんか。

********************************

…とその後も同様に続き、現在の法制審議会民法（債権法）改正部会での大論争の根源部分に話は及んでいくのだが、それは割愛する。とにかく読者の方々には西洋と日本という彼我の差を感じて頂けたら幸いだ。

また、19世紀のドイツとフランスのCivil CodeにあったPartnership codeを借りてきて、日本「民法」に百年前組み込まれた「組合」なるものが、この百年間の間に似ても似つかぬものになった原因の一端が分かってもらえたら幸いだ。

更にいうなら、進化したpartnershipが20世紀中盤から西洋では、その関連の税法・会計法を発達させたことなど、日本には望むべくもないことを分かってもらえたら幸いだ。

とにかく彼我の差を感じて頂けたら幸い。今週は以上。来週も乞うご期待。
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